
は
じ
め
に

　

二
〇
二
一
年
二
月
一
九
日
に
「
マ

ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
及
び
テ
ロ

資
金
供
与
対
策
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」（
以
下
、「
Ｇ
Ｌ
」
と
い
う
）

が
改
正
さ
れ
ま
し
た
（
以
下
、「
本

改
正
」
と
い
う
）。

　

ま
た
、
同
年
三
月
二
六
日
に
は
Ｇ

Ｌ
に
対
す
る
関
係
者
の
理
解
の
向
上

に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
「
マ

ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に
関
す
る
よ
く
あ
る
ご
質

問
（
Ｆ
Ａ
Ｑ
）」（
以
下
、「
Ｆ
Ａ
Ｑ
」

と
い
う
）
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
。

　

本
改
正
と
Ｆ
Ａ
Ｑ
は
、
Ｊ
Ａ
系
統

金
融
機
関
の
業
務
に
も
影
響
を
与
え

る
内
容
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ

で
、
本
稿
で
は
、
実
務
へ
の
影
響
を

踏
ま
え
て
本
改
正
と
Ｆ
Ａ
Ｑ
の
概
要

を
解
説
し
ま
す
。

　

な
お
、
文
中
の
意
見
に
わ
た
る
箇

所
は
筆
者
の
個
人
的
な
見
解
で
あ

り
、
筆
者
が
所
属
し
、
ま
た
は
所
属

す
る
組
織
・
団
体
等
の
見
解
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。

１
　
本
改
正
の
背
景
と
概
要

⑴　

本
改
正
の
背
景

　

金
融
庁
は
、
二
〇
一
八
年
二
月
六

日
に
Ｇ
Ｌ
を
策
定
し
、
二
〇
一
九
年

四
月
一
〇
日
に
改
正
を
し
て
い
ま

す
。
本
改
正
は
、
二
回
目
の
Ｇ
Ｌ
の

改
正
で
す
。
本
改
正
で
は
、
既
存
の

Ｇ
Ｌ
の
内
容
改
正
と
、
記
載
の
新
設

が
あ
り
ま
す
。

　

前
者
は
、
金
融
当
局
が
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
（
以
下
、「
本
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
」

と
い
う
）
の
な
か
で
把
握
し
た
個
別

事
例
を
踏
ま
え
、
注
意
喚
起
の
趣
旨

や
課
題
等
の
整
理
も
含
め
て
Ｇ
Ｌ
の

改
正
を
し
、
金
融
機
関
等
の
マ
ネ
ロ

ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
の
さ
ら
な

る
実
効
的
な
態
勢
整
備
等
を
図
っ
た

も
の
で
す
。
例
え
ば
、
サ
ー
ビ
ス
を

「
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
一
部
改
正
お
よ
び

Ｆ
Ａ
Ｑ
の
概
要
と
実
務
へ
の
影
響

金
融
庁
が
二
〇
二
一
年
二
月
一
九
日
に
公
表
し
た

Ｇ
Ｌ
改
正
の
要
点
を
Ｆ
Ａ
Ｑ
と
と
も
に
整
理

解 

説

潮見坂綜合法律事務所
弁護士　鈴木　正人
2002 年弁護士登録。2010 年ニュー
ヨーク州弁護士登録。主に金融機関
向けに金融・保険、証券規制等の助
言、コンプライアンス支援、反社会

的勢力への対応、M&A、マネロン・テロ資金供与対
策、行政対応、金融関連訴訟等を担当している。金
融庁証券取引等監視委員会への勤務経験あり。
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解説　「マネロン・テロ資金供与対策ガイドライン」一部改正およびＦＡＱの概要と実務への影響

提
供
す
る
際
の
提
携
先
等
に
係
る
検

証
や
高
リ
ス
ク
取
引
に
対
す
る
追
加

的
措
置
に
係
る
事
項
の
厳
格
化
な
ど

が
こ
れ
に
当
た
り
ま
す
。

　

後
者
は
、
国
際
的
に
求
め
ら
れ
る

対
策
の
水
準
を
踏
ま
え
、
海
外
送
金

に
関
す
る
記
載
を
拡
充
す
る
と
と
も

に
、
輸
出
入
取
引
等
に
係
る
資
金
の

融
通
お
よ
び
信
用
の
供
与
等
に
関
す

る
記
載
を
新
設
し
た
点
に
あ
り
ま
す
。

⑵　

本
改
正
の
概
要

　

こ
こ
か
ら
、
本
改
正
の
概
要
を
み

て
い
き
ま
す
。

①　

経
営
陣
の
関
与
・ 

理
解

　

経
営
陣
は
、
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資

金
供
与
対
策
（
以
下
、「
本
対
策
」

と
も
い
う
）
を
担
当
部
署
任
せ
に
す

る
の
で
は
な
く
、
経
営
戦
略
等
に
お

け
る
重
要
な
課
題
の
一
つ
と
し
て
位

置
づ
け
、
経
営
陣
の
責
任
の
も
と
で

組
織
横
断
的
な
枠
組
み
を
構
築
し
、

戦
略
的
な
人
材
確
保
や
教
育
を
も
含

め
た
リ
ソ
ー
ス
の
確
保
を
行
う
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

Ｇ
Ｌ
は
、
従
前
、
経
営
陣
が
本
対

策
に
主
体
的
（
か
つ
積
極
的
）
な
関

与
を
行
う
旨
を
定
め
て
い
ま
し
た
が
、

経
営
陣
は
自
ら
が
本
対
策
の
実
施
主

体
に
な
る
の
で
は
な
く
、
関
連
部
門

を
適
切
に
支
援
し
、
導
く
（
主
導
す

る
）
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
（「
コ

メ
ン
ト
の
概
要
及
び
コ
メ
ン
ト
に
対

す
る
金
融
庁
の
考
え
方
」（
本
改
正

に
係
る
二
〇
二
一
年
二
月
一
九
日
金

融
庁
パ
ブ
コ
メ
回
答
。
以
下
、「
本

Ｐ
Ｃ
回
答
」
と
い
う
）
№
１
参
照
）。

　

そ
こ
で
、
本
改
正
で
は
、
経
営
陣

が
、
管
理
の
た
め
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
確

立
等
に
つ
い
て
主
導
性
を
発
揮
す
る

こ
と
や
主
導
的
に
関
与
し
て
地
域
・

部
門
横
断
的
な
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
確
立

す
る
点
な
ど
が
明
記
さ
れ
ま
し
た

（
Ｇ
Ｌ 

Ⅰ-

１
、
Ⅰ-

２
⑵
、
Ⅲ-

２
。

ゴ
シ
ッ
ク
は
実
質
的
な
変
更
箇
所
。

以
下
同
様
）。

　

ま
た
、
経
営
陣
は
、
形
式
的
に
承

認
手
続
を
行
う
こ
と
に
と
ど
ま
ら

ず
、
本
対
策
の
方
針
・
手
続
・
計
画

等
の
策
定
お
よ
び
見
直
し
に
つ
い
て

主
導
的
な
関
与
の
下
で
同
対
策
の
Ｐ

Ｄ
Ｃ
Ａ
を
機
能
さ
せ
る
こ
と
が
重
要

で
す
（
本
Ｐ
Ｃ
回
答
№
134
参
照
）。

　

そ
こ
で
、
本
改
正
で
は
、「
マ
ネ

ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
の
方

針
・
手
続
・
計
画
等
の
策
定
及
び
見

直
し
に
つ
い
て
、
経
営
陣
が
承
認
す

る
と
と
も
に
、
そ
の
実
施
状
況
に
つ

い
て
も
、
経
営
陣
が
、
定
期
的
及
び

随
時
に
報
告
を
受
け
、
必
要
に
応
じ

て
議
論
を
行
う
な
ど
、
経
営
陣
の
主

導
的
な
関
与
が
あ
る
こ
と
」
が
新
設

さ
れ
ま
し
た
（
Ｇ
Ｌ
Ⅲ-

２
【
対
応

が
求
め
ら
れ
る
事
項
】
⑥
）。

　

な
お
、
前
記
の
「
経
営
陣
」
と

は
、
代
表
権
を
有
す
る
役
員
の
ほ

か
、
本
対
策
に
責
任
を
有
す
る
役
員

や
関
係
す
る
営
業
部
門
・
監
査
部
門

に
責
任
を
有
す
る
役
員
を
含
み
得
る

概
念
で
す
（
本
Ｐ
Ｃ
回
答
№
96
、
Ｇ

Ｌ
策
定
に
係
る
二
〇
一
八
年
二
月
六

日
付
金
融
庁
パ
ブ
コ
メ
回
答
№
６
）。

②　

リ
ス
ク
ベ
ー
ス
・ 

ア
プ
ロ
ー
チ 

（
Ｒ
Ｂ
Ａ
）

　

本
改
正
で
は
、
本
対
策
に
お
け
る

リ
ス
ク
ベ
ー
ス
・
ア
プ
ロ
ー
チ
の
意

義
を
、
金
融
機
関
等
が
、
自
ら
の
マ

ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
リ
ス
ク
を

特
定
・
評
価
し
、
こ
れ
を
リ
ス
ク
許

容
度
の
範
囲
内
に
実
効
的
に
低
減
す

る
た
め
、
当
該
リ
ス
ク
に
見
合
っ
た

対
策
を
講
ず
る
こ
と
、
に
変
更
し
ま

し
た
（
Ｇ
Ｌ
Ⅱ-

２
）。

　

Ｒ
Ｂ
Ａ
の
実
施
に
お
い
て
は
、
低

減
措
置
実
行
後
の
残
存
リ
ス
ク
が
、

当
該
金
融
機
関
等
の
リ
ス
ク
管
理
上

許
容
で
き
る
範
囲
内
に
収
ま
っ
て
い

る
こ
と
が
必
要
で
す
。
な
お
、
リ
ス

ク
許
容
度
の
範
囲
内
に
収
ま
っ
て
い

る
こ
と
は
、
予
め
、
経
営
陣
に
よ
り

承
認
を
受
け
た
う
え
で
文
書
化
さ
れ

て
い
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
（
Ｆ

Ａ
Ｑ
一
八
頁
参
照
）。

③　

リ
ス
ク
の
特
定

　

本
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等
で
は
、
金
融

融
機
関
等
が
、
業
務
提
携
等
を
行
っ

て
新
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る

場
合
、
提
携
先
等
の
マ
ネ
ロ
ン
・
テ

ロ
資
金
供
与
対
策
の
状
況
に
つ
い

て
、
リ
ス
ク
の
変
化
等
を
十
分
に
確

認
し
な
い
ま
ま
当
該
商
品
・
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
て
い
る
事
例
が
み
ら
れ

ま
し
た
。
そ
こ
で
、
注
意
喚
起
を
す

る
趣
旨
を
含
め
、
本
改
正
で
は
、
新
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下
、
条
数
の
み
の
表
記
は
種
苗
法
を
指
す
））。

　

育
成
者
権
は
、
品
種
登
録
に
よ
り
発
生
し
、

木
本
植
物
（
果
樹
、
材
木
、
鑑
賞
樹
等
）
は
品

種
登
録
日
か
ら
三
〇
年
、
木
本
植
物
以
外
は
品

種
登
録
日
か
ら
二
五
年
で
消
滅
し
ま
す
。

⑶
　
品
種
登
録
要
件

　

審
査
で
は
、
出
願
品
種
に
つ
い
て
次
の
六
つ

の
客
体
的
要
件
を
満
た
す
か
を
判
断
し
ま
す
。

①
区
別
性
：
出
願
前
の
国
内
・
外
国
に
お
け
る

公
知
の
他
の
品
種
と
、
特
性
の
全
部
ま
た
は

一
部
に
よ
っ
て
明
確
に
区
別
さ
れ
る
こ
と

（
図
表
２
。
三
条
一
項
一
号
）。

②
均
一
性
：
同
一
の
繁
殖
の
段
階
に
属
す
る
植

物
体
の
す
べ
て
が
、
特
性
の
全
部
に
お
い
て

十
分
に
類
似
し
て
い
る
こ
と
（
同
一
繁
殖
段

階
の
類
似
性
。
同
項
二
号
）。

③
安
定
性
：
繰
り
返
し
繁
殖
さ
せ
た
後
で
も
、

特
性
の
全
部
が
変
化
し
な
い
こ
と
（
異
な
る

１　

種
苗
法
の
基
礎
知
識

⑴
　
知
財
法
に
お
け
る
種
苗
法
の
位
置
づ
け

　

種
苗
法
は
、
①
品
種
の
育
成
の
振
興
を
図
る

「
品
種
登
録
制
度
」
と
、
②
種
苗
の
流
通
の
適

正
化
を
図
る
「
指
定
種
苗
制
度
」
と
い
う
、
二

つ
の
制
度
か
ら
な
り
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
①
品
種
登
録
制
度
は
知
的
財
産

法
（
以
下
、「
知
財
法
」
と
い
う
）
に
分
類
さ
れ
、

今
回
の
改
正
の
主
要
部
分
に
な
り
ま
す
。

　

知
財
法
に
は
、
知
的
財
産
（
以
下
、「
知
財
」

と
い
う
）
の
保
護
方
法
が
二
種
類
あ
り
ま
す
。

一
つ
は
、
排
他
的
独
占
権
を
与
え
て
保
護
す
る

方
法
で
あ
り
、
品
種
登
録
制
度
の
ほ
か
、
特
許

法
・
実
用
新
案
法
、
意
匠
法
、
商
標
法
、
著
作

権
法（
著
作
権
制
度
お
よ
び
著
作
隣
接
権
制
度
）

が
該
当
し
ま
す
。
も
う
一
つ
は
、
不
正
行
為
を

規
制
し
て
保
護
す
る
方
法
で
あ
り
、
不
正
競
争

防
止
法
、
地
理
的
表
示
（
Ｇ
Ｉ
）
法
、
家
畜
遺

伝
資
源
法
（
和
牛
遺
伝
資
源
に
つ
い
て
二
〇
二

〇
年
一
〇
月
一
日
施
行
）
が
該
当
し
ま
す
。

　

筆
者
は
、
品
種
登
録
制
度
、
Ｇ
Ｉ
法
、
家
畜

遺
伝
資
源
法
を
ま
と
め
て
「
農
水
資
源
法
」
と

よ
ん
で
い
ま
す
。

⑵
　
植
物
新
品
種
の
保
護
の
流
れ

　

品
種
登
録
制
度
は
、「
植
物
の
新
品
種
」（
所

定
の
一
の
農
林
水
産
植
物
の
個
体
の
集
合
）
を

保
護
対
象
と
し
ま
す
。
動
物
の
新
品
種
は
、
保

護
対
象
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

品
種
登
録
制
度
は
、「
育
成
者
権
」
と
い
う

排
他
的
独
占
権
を
与
え
て
保
護
し
ま
す
。
育
成

者
権
を
取
得
す
る
た
め
に
は
、
品
種
登
録
出
願

を
し
、
審
査
を
経
て
、
品
種
登
録
さ
れ
る
必
要

が
あ
り
ま
す
（
図
表
１
）。
な
お
、
登
録
料
を

納
付
し
な
か
っ
た
場
合
は
、
品
種
登
録
は
取
り

消
さ
れ
ま
す
（
種
苗
法
四
九
条
一
項
四
号
（
以

ア
グ
リ
創
研
株
式
会
社 

代
表
取
締
役
社
長

浅
野
国
際
特
許
事
務
所 

国
際
知
的
財
産
戦
略
研
究
所
副
所
長
　
浅
野 

卓

農
林
水
産
省 

国
立
研
究
開
発
法
人
審
議
会
専
門
委
員

東
京
都
立
大
学
大
学
院 

非
常
勤
講
師
（
知
的
財
産
権
特
論
）

解
説

自
家
増
殖
の
許
諾
化
・
消
尽
の
限
定
・
特
性
表
の
導
入
に
よ
る
育
成
者
権
の
実
効
性
強
化

新
品
種
の
海
外
流
出
と
種
苗
法
改
正

　令和 2年 12 月２日、種苗
法の一部を改正する法律が成
立しました。
　多くの改正条項は、本年４
月１日に施行されています
が、自家増殖の要許諾化や、
制度に影響を及ぼす特性表の
導入については、令和４年４
月１日に施行されます。
　施行まで 10 ヵ月という、
現場での対応を要する時期に
入ってきましたので、本稿に
取り上げます。特に誤解の多
い自家増殖など、組合員から
の疑問への対応にご活用いた
だければ幸いです。
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解説　新品種の海外流出と種苗法改正

繁
殖
段
階
の
類
似
性
。
同
項
三
号
）。

④
未
譲
渡
性
：
原
則
と
し
て
、
品
種
登
録
出
願

日
か
ら
一
年
（
外
国
に
お
い
て
は
、
木
本
植

物
に
つ
い
て
は
六
年
、
木
本
植
物
以
外
に
つ

い
て
は
四
年
）
遡
っ
た
日
前
に
、
出
願
品
種

の
種
苗
ま
た
は
収
穫
物
が
業
と
し
て
譲
渡

さ
れ
て
い
な
い
こ
と
（
Ｕ
Ｐ
Ｏ
Ｖ
条
約
上
の

新
規
性
。
四
条
二
項
本
文
）。

⑤
先
願
主
義
：
出
願
書
類
の
到
達
時
を
基
準

に
、
最
も
先
の
出
願
で
あ
る
こ
と
（
九
条
一

項
）。

⑥
出
願
品
種
の
名
称
の
適
切
性
（
四
条
一
項
）。

⑷
　
育
成
者
権
の
効
力

　

育
成
者
権
は
排
他
的
独
占
権
で
す
の
で
、「
育

成
者
権
者
」
以
外
の
者
が
、「
登
録
品
種
」
お

よ
び
「
不
区
別
品
種
（
登
録
品
種
と
特
性
に
よ

り
明
確
に
区
別
さ
れ
な
い
品
種
）」
の
、
種
苗
・

収
穫
物
・
加
工
品
を
業
と
し
て
利
用
す
る
と
、

育
成
者
権
の
侵
害
と
な
り
ま
す
（
二
〇
条
一

項
）。
ま
た
、
登
録
品
種
を
原
品
種
（
親
品
種
）

と
す
る
「
従
属
品
種
」
や
「
交
雑
品
種
」
の
、

種
苗
・
収
穫
物
・
加
工
品
を
業
と
し
て
利
用
し

た
場
合
も
同
様
で
す
（
同
条
二
項
）。

　

植
物
の
厄
介
な
と
こ
ろ
は
、
最
終
の
利
用
者

の
段
階
で
容
易
に
増
殖
で
き
る
た
め
、
侵
害
品

の
把
握
が
難
し
い
と
い
う
点
で
す
。そ
れ
ゆ
え
、

種
苗
だ
け
で
な
く
、
収
穫
物
や
所
定
の
加
工
品

に
も
、
育
成
者
権
の
効
力
が
及
ぶ
と
さ
れ
て
い

る
の
で
す
。

　

も
っ
と
も
、
育
成
者
権
の
行
使
に
は
順
序
が

あ
り
、
種
苗
の
段
階
で
権
利
（
利
用
許
諾
権
）

を
行
使
す
る
適
当
な
機
会
が
な
か
っ
た
場
合
に

限
っ
て
収
穫
物
に
効
力
が
及
び
、
種
苗
お
よ
び

収
穫
物
の
段
階
で
権
利
（
利
用
許
諾
権
）
を
行

使
す
る
適
当
な
機
会
が
な
か
っ
た
場
合
に
限
っ

て
加
工
品
に
効
力
が
及
び
ま
す
（
図
表
３
（
カ

ス
ケ
イ
ド
の
原
則
＝
育
成
者
権
の
段
階
的
行
使

の
原
則
）。
二
条
五
項
）。

　

な
お
、
登
録
品
種
の
名
称
に
つ
い
て
は
、
権

利
で
は
な
く
、
使
用
義
務
（
二
二
条
一
項
）
お

【図表１】品種登録手続
※上側は農林水産省側が行う手続き、下側は育成者・出願者側が行
　う手続き

仮保護期間
（補償金請求可）

育成者権

網掛け部分
は、今回の
改正箇所

官報
公示

品種
登録

出願
公表 審査

審査特
性通知

登録料
の納付

審査特
性訂正

品種登
録出願

新品種
の育成

審査特性の品種登録
簿への記載＆公示

出願品種が保持
していると出願
人が思料する特
性の記載

栽培試験・
現地調査

【図表２】品種の 3要件

豆 MA
ME

区別性

安定性

均一性

ま
め

マ
メ

マ
メ

マ
メ

マ
メ

マ
メ

マ
メ

（出所）木棚照一編『実践 知的財産法』179頁
　　　〔浅野卓〕より作成

【図表３】カスケイドの原則

第三者による種苗の利用について
利用許諾権を行使する適当な機会

第三者による収穫物の利用について
利用許諾権を行使する適当な機会

種苗・収穫物・加工品の利用に、育成者権の効力が及ぶ

種苗・収穫物の利用に、育成者権の効力
が及ぶ

種苗の利用のみ、育成者権の効力が及ぶ
あり

なし

あり

カスケイド
＝段々滝

なし

（出所）木棚照一編『実践 知的財産法』182頁〔浅野卓〕
　　　より作成
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